相互依存の日韓関係【５】
朝鮮戦争と日本経済の特需効果　 eq \o\ac(○,上)　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1950年6月に勃発した朝鮮戦争は、日本の経済界が「干天の慈雨」であると歓迎したほど、全く予想しなかった特需ブームをもたらした。これが戦後日本の経済復興の促進剤となったことは明白な事実である。一方では、これを契機に日本は対日講和を促進することによって、政治的独立と経済的自立を確立するための基礎づくりができた。
　
いわゆる朝鮮戦争特需とは、朝鮮戦線に出動する国連軍（主力は米軍）の将兵に補給するための物資や役務サービスの買い付けを指している。開戦直後は主として米8軍司令部によって、51年末以降は在日米軍調達部から発注された。
特需という言葉には“契約”という意味と、“収入”という意味で使用される場合がある。両者には意味上の差がある。前者は“狭義の特需”といい、後者は“広義の特需”と言う。
　朝鮮戦争における狭義の特需は米国大使館経済部発表の特需契約のことである。特需契約とは、駐留米軍、在韓国連軍および沖縄などの極東米軍の維持などの目的で、日本国内で行われる物資およびサービスの調達の契約のことだ。特需契約は主として韓国および沖縄における国連軍の維持、韓国軍援助、米国政府の韓国に対する復興および民生計画に必要な物資およびサービスを対象とした。契約当事者は在日米軍または経済協力局と日本政府または民間業者であった。
　52年4月、サンフランシスコ平和条約発効による日本の独立以降は、日米行政協定に基づいて、日本に駐留する外国軍隊維持のための日本政府支出の防衛分担金に支払われる契約も含まれている。これは“円ベース契約”と呼ばれた。　広義の特需は、日本銀行発表の外国為替統計のうち“軍およびその他の機関よりの受取り”、すなわち特需収入を言う。この特需収入とは①日本国に駐留する軍人、軍属に対する円貨売却額、②米軍預金振込額、③米国の対外援助資金による対日買付額、④沖縄建設工事代金、⑤その他軍関係受取り、⑥国連韓国復興機関資金による対日買付額のことだ。
　50年7月から始まった韓国戦争特需は、58年12月までの8年6カ月間の特需契約高は物資12億7,899万ドル、サービス9億7,166万ドル、合計22億5,065万ドルであった。　特需契約は、50年7月から51年6月までの1年間で3億2,900万ドル。51年6月の日本の外貨保有高が4億8,462万ドルなので、その68%を戦争特需で得ていた。朝鮮戦争特需が日本経済復興期に潤滑油として働いたことを立証している。
特需は52年6月までの2年間で6億6,044万ドル。53年6月までの3年間で11億3,687万ドル。最初の3年間に集中している。53年7月の休戦協定後は減少傾向である。特需収入の半分以上は3年間で稼いだ。しかも日本経済再生にとってもっとも重要な時期である。
物資の契約高のうち、最も多いのは戦争の必需品である兵器関係製品を扱う金属製品で全体の21%を占めた。次いでトラックや自動車部品などの運輸機械が多く、糸織物や同製品が続いている。サービスでは、物資の修理改装および再包装が多く、建設などが続いている。当時「糸へん」「金へん」ブームと言われたように特需契約において金属製品や糸織物製品が良く売れた。
50年6月の朝鮮戦争勃発から始まる戦争特需の58年12月までの8年6カ月間の広義の特需の範疇に入る特需収入は51億5,318万ドルに達した。1ドル＝360円の当時のレートで換算すると、１兆8,552億円となる。58年の日本の一般会計決算の歳出総額1兆3,121億円をはるかに超える特別収入なのだ。この金額は50年の国民所得3兆3,815億円、58年の国民所得8兆4,487億円と比較して見ると、特需の役割がいかに大きいものであったかを立証している。
特需収入は当時の外貨不足の日本経済に計り知れない貢献をしたことは言うまでもない。また恒常的な国際収支赤字を補うのに大いに役立った。52年の特需収入8億2,400万ドルはその年の外国為替受取額の36.8%を占め、53年の特需収入8億950万ドルは38.2％を占めるものであった。
特需によって日本の国際収支は黒字に転換し、外貨保有高も急増した。これらの波及効果は経済全般に及び、特に鉱工業生産に顕著に現れた。鉱工業生産指数は50年10月には戦前の水準を突破した。53年には戦前の5割増であった。実質国民所得も51年に戦前水準を超えた。
特需は日本経済の活性化をもたらした。戦後の沈滞状態から一気に抜け出し、工業立国としての基盤をつくることができた。戦後日本の復興の促進剤となり、起爆剤となった。
相互依存の日韓関係【6】
朝鮮戦争と日本経済の特需効果　 eq \o\ac(○,下)　
戦後の日本経済は米国の援助に依存していた。どのように米国の援助から離れて自立を達成できるかが大きな課題であった。52年まで続いていた米国の援助額は19億7,100万ドルであったが、58年までの朝鮮戦争による特需収入総額は51億5,318万ドル、米国援助総額の2.6倍であった。特需という特別収入によって、米国援助の依存体質から離脱し、自立経済確立という当面の目標を早期達成できた。実際に米国の対日援助は52年度予算から打ち切られた。米国からのモノの輸入援助はもはや必要でなくなった事情もあった。
サンフランシスコ平和条約発効を契機に完全独立国として国際社会への復帰が認められた日本は、52年にIMF、世界銀行への加盟、55年にGATT加盟、56年には国連加盟を実現した。
朝鮮戦争勃発によって、連合国、特に米英の対日政策の変更により、賠償条件が緩和されたので、GHQによって賠償指定を受けていた多くの工場が賠償対象から外され、自由な生産活動が保障された。
52年度の『経済白書』は終戦後を振り返って、日本の経済回復のスピードは予想以上に進んでいたことを強調し、特に、朝鮮戦争特需の要因を指摘して「安定計画下の景気沈滞になやんでいたわが経済界に対して、朝鮮動乱の勃発とこれに伴う世界的な軍拡景気の発生ははからざるこぼれ幸いをもたらした」と分析している。
朝鮮戦争の時、経済安定本部経済企画室に勤務していた経済学者金森久雄は、「ドッジ・ラインによる強い緊縮政策の結果、物価は安定したが、倒産、失業が増え、1950年6月には日本経済は室息寸前にあった。もし朝鮮戦争が起きなければ、ドッジ・ラインという劇薬によって、失業、倒産が激しくなり、相当な社会的混乱が起きたと思う。だが、間もなく、朝鮮戦争による特需景気が不況を吹き飛ばした」と分析し、朝鮮戦争が日本経済を一変させたと書いている。
また、金森久雄は、53年5月、「特需と日本経済」という報告書の中で、朝鮮戦争のマクロ的評価をし、特需の効果として、次の８点を挙げている。
１．特需は乗数効果を通じて国民所得を増やす。
２．企業の期待収益を高め国内投資を刺激し、供給力を増やすが、同時に需要も高め、短期的には、需給の拡大均衡を可能にする。
３．特需による外貨収入は、日本の輸入能力を高め、供給の弾力性を引き上げる。
４．その収入がドルであったために、ドル不足を解消した。
５．実質国民所得増加の結果、52年中に消費水準を16%も高めた。
６．約100万人の雇用を増やした。
７．国内価格の騰貴を引き起こしたが、特需による外貨収入があったため、360円レートは維持できた。この結果、交易条件が好転し、日本経済は利益を得た。しかし反面、正常輸出は困難になった。
８．特需は52年初めまでは急増したが、その後横ばいとなったから、やがて所得増大効果はと衰える（『私の戦後経済史』）。
　朝鮮戦争勃発以前は、戦争の傷跡がひどく、貧しい経済状況下で職を求める
人が多かった。朝鮮戦争勃発とともに、警察予備隊が創設されることになり、7
万5千名の募集をしたところ、38万2千名の応募があった。また、当時の工場
は戦争の被害がまだ残っていて、迫撃砲の弾を作ったり、飛行機のオーバーホ
ールをやったりしていたが、技術水準は低く、効率の悪い作業であった。しか
し、朝鮮戦争のお陰で、失業が減り、生産は増え、これに伴って生活水準が上
昇し、企業の収益も急増した。
　このように、朝鮮戦争は全く予想もしなかった大量特需を日本経済にもたら
し、戦後の厳しい経済状況から脱皮して再建できる契機を与えてくれた。戦争
特需の経済効果は広範囲の産業に波及し、広く国民生活全般に行き渡った。そ
して、その後の経済成長の起爆剤となったと言っても差し支えないだろう。
　
朝鮮戦争開戦前の49年の日本の分配国民所得は2兆7,373億円であったが、
53年には5兆7,477億円へと倍増し、その間の人口成長を考慮しても一人当たり名目所得は同期間において3,3501円から6,6078円に4年間で倍増している。また、激しい物価上昇を勘案しても実質国民所得でも同期間118億円から179億円に増加しており、一人当たり実質国民所得は144円から206円に上昇している。この段階でほとんど戦前の水準にまで戻った。
